
常総市感震ブレーカー設置促進事業補助金交付要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は,地震発生時における電気を起因とする住宅からの出火を防止し，

被害の減少及び地域の防災力の向上を図るため，感震ブレーカー等の購入・設置を行

う市民に対し，予算の範囲内において常総市感震ブレーカー設置促進事業補助金（以

下「補助金」という。）を交付することについて，常総市補助金等交付規則（平成１

７年規則第６０号）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めるところ

による。 

（１）感震ブレーカー等 地震の揺れを感知すると自動的にブレーカーを落として電

力の供給を遮断する機器で，通電時の電気火災を防止する目的で設置するもの。 

（２）分電盤タイプ（１）のうち，分電盤に内蔵されたセンサーによって揺れを感知

し，ブレーカーを落として電力供給を遮断するもの。なお，一般社団法人日本配線

システム工業会において定められている「感震機能付住宅用分電盤規格 JWDS0007 

付2」の構造及び機能を有するものに限る。 

（３）コンセントタイプ （１）のうち，コンセントに内蔵されたセンサーが揺れを

感知し，当該コンセントからの電力供給のみを遮断するもの。なお，感震ブレーカ

ー等の性能評価ガイドラインに定める性能評価に基づき一般財団法人日本消防設備

安全センターの推奨を有するものに限る。 

（４）簡易タイプ（１）のうち，感震機能をもたない分電盤に，地震の揺れによる重

りの落下などによりブレーカーのノブを操作し電力供給の遮断を補助するもの等。

なお，感震ブレーカー等の性能評価ガイドラインに定める性能評価に基づき一般財

団法人日本消防設備安全センターの推奨を有するものに限る。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は，次に掲げる要件の全てを満たすもの

とする。 

（１）住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく本市の住民基本台帳に記

録されている者 

（２）本人及び本人と生計を一にする者が市税等を滞納していないこと。 

（３）本人及び本人と生計を一にする者が国又は地方公共団体が実施する他の補助制

度による同様の補助金の交付を受けていないこと。 

（４）自らが所有し居住する市内の住宅に第２条に規定する感震ブレーカーを設置す

る者 

(補助対象経費) 



第４条 補助金の交付対象となる経費は,第２条に掲げる感震ブレーカーの購入及び設

置に係る経費とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は, 第２条に掲げる感震ブレーカーの購入及び設置に要した経費の

額（千円未満切捨て）とし,５万円を限度とする。 

２ 補助金の交付は,年度内において１世帯当たり１回限りとする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は, 感震ブレーカ

ー設置促進事業補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に,次に掲げる書類を添え

て,市長に申請しなければならない。 

（１）感震ブレーカーを購入及び設置する工事に要した経費の領収書等の写し 

（２）感震ブレーカーの製品・型番号等が確認できるカタログや仕様書等の写し又は

写真 

（３）感震ブレーカーを購入・設置した状態が確認できる写真 

（４）振込先を確認できる通帳等の写し 

（５）その他市長が必要と認める書類 

（交付決定等） 

第７条 市長は,前条の申請書の提出があったときは,その内容を審査し,適当と認めた

ときは, 常総市感震ブレーカー設置促進事業補助金交付決定通知書（様式第２号）に

より, 補助金の不交付を決定したときは常総市感震ブレーカー設置促進事業補助金不

交付決定通知書（様式第３号）により，申請者に通知するものとする。 

２ 市長は，必要があると認めるときは，補助金の交付に関し条件を付することができ

る。 

（補助金の交付） 

第８条 市長は, 前条の規定により補助金の交付を決定したときは，補助金を交付する

ものとする。 

（処分の制限） 

第９条 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定

める法定耐用年数の期間内において，この補助金の対象として申請した感震ブレーカ

ーを市長の承認を得ずに売却，譲渡，交換，貸与その他の処分を行ってはならない。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１０条 市長は，第７条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下

「交付決定者」という。）が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，常総市

感震ブレーカー設置促進事業補助金交付決定取消通知書（様式第４号）により補助金

の交付の決定を取り消すことができる。 

（１）虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 



（２）補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。 

（３）前２号に掲げる場合のほか，市長の指示に従わなかったとき。 

（補助金の返還等） 

第１１条 市長は，前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において，

当該取消しに係る部分について既に補助金が交付されているときは，常総市感震ブレ

ーカー設置促進事業補助金返還命令書（様式第５号）により，期限を定めて交付決定

者にその返還を命ずるものとする。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は,市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は,令和８年１０月１日から施行する。 


